
5 

≪図表２  年齢３区分の割合の 2015 年と 2020 年の比較≫  

 第２章  市の状況  

１  人 口 の 動 向  

□  人  口  

    人口の推移をみると、本市の総人口は増加を続けており、 2020 年では

86,385 人となっています。年齢３区分の割合について、 2015 年と 2020 年

を比較すると、15～ 64 歳（生産年齢人口）及び 65 歳以上（老年人口）は増

加となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年 齢３区 分  2015 年  2020 年  
前 回調査 比増減  

（ 2020 年－ 2015 年 ）  

0～ 14 歳（ 年少人 口）  14.9％  14.1％  △ 0.8 ポイ ント  

15～ 64 歳（生 産年齢 人口 ）  60.8％  60.7％  △ 0.1 ポイ ント  

65 歳以 上（老 年人口 ）  23.6％  24.0％   0.4 ポイ ント  

≪図表 1 人口 /年齢３区分による人口の推移≫  

● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。 な お 総 人 口 に は 年 齢 不 詳 も 含 む た め 、 0～ 14 歳 （ 年 少 人

口 ） 、 1 5～ 64 歳 （ 生 産 年 齢 人 口 ） 、 6 5 歳 以 上 （ 老 年 人 口 ） の 合 計 と 総 人 口 と は 一 致 し ま せ ん 。  
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  □  2020 年と 2027 年の年齢５歳階級別人口  

    2020 年以降の状況について、年齢 5 歳階級別人口の推計をみると、日本全

体で社会移動が今後鈍化する予想であるため、最も人口が多い年齢階級は

2020 年の 45～ 49 歳から第 2 次北名古屋市総合計画の期間最終年度となる

2027 年には 50～ 54 歳へと移行しており、また若年層の人口変動が安定して

いるため、本市でも高齢化が進行していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 20 27 年 の 値 は 、 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 の 推 計 デ ー タ 及 び 国 勢 調 査 （ ２ ０ １ ５ 年 ） デ ー タ を 基 に 、 コ

ー ホ ー ト 要 因 法 に よ り 推 計 し て い ま す 。  

≪図表３  年齢５歳階級別人口の推計≫  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2020年 2027年

（人）



7 

２  産 業 の 動 向  

□  産業別就業者数  

    本市の就業者数の推移をみると、総就業者数は 2015 年から減少し、2020

年は、 41,150 人となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□  就業者数の推移  

    就業者数の内、市外で働く市民≪図表５≫をみると 2015 年から増加に転じ

ており、 2020 年では 25,360 人と就業者数の約 62％を占めています。市内

で働く市民と市外在住者で本市で働く就業者の合計は 2015 年に増加しまし

たが、 2020 年に減少し 31,794 人となっています。  

 

     （ 単位： 人）  

区 分  2005 年  2010 年  2015 年  2020 年  

市 民  

就 業者数  41,502 41,494 41,963 41,150 

 
市 外で働 く  26,363 24,565 25,181 25,360 

市 内で働 く  15,139 15,632 15,712 14,584 

市 外在住 者で、 本市で働 く  19,345 17,034 18,274 17,210 

本 市の就 業者数  

（本市で働く市民と市外在住者の合計）  
34,484 32,666 33,986 31,794 

≪図表４  就業者数／産業３部門の推移≫  

● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。 な お 、 総 就 業 者 数 は 、 分 類 不 能 の 産 業 も 含 む

た め 、 第 １ 次 産 業 、 第 ２ 次 産 業 、 第 ３ 次 産 業 の 合 計 と 一 致 し ま せ ん 。  

≪図表５  就業者数の推移≫  

● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。  
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□  労働力  

    就業及び不就業の状態を表す労働力の推移をみると、2015 年の就業者数は

最も多くなっています。 2020 年では労働力人口及び就業者数は減少傾向に

あります。なお、実際に労働力として活用されている割合を示す就業率は、

高齢者を含めた 15 歳以上の人口が増加していることから下降しており、

2020 年では 56.1％となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分  2005 年  2010 年  2015 年  2020 年  

15 歳以 上人口  65,720 人  68,636 人  71,135 人  73,307 人  

労 働力人 口  43,816 人  43,848 人  43,534 人  42,462 人  

就 業者数  41,502 人  41,494 人  41,963 人  41,150 人  

就 業率  63.1％  60.5％  59.0％  56.1％  

≪図表６  労働力の推移≫  

● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。 就 業 率 と は 、 1 5 歳 以 上 人 口 に 占 め る 就 業 者 の 割 合 で す 。 ま た 、 労 働 力

人 口 は 、 「 就 業 者 」 と 「 完 全 失 業 者 」 を 合 せ た も の で 、 既 に 仕 事 を 持 っ て い る 者 と 求 職 活 動 者 を 合 計 し た も

の で す 。  
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□  総生産額  

    業種別総生産の推移をみると、全体として製造業の総生産額が市町村内総

生産に大きく影響しています。また、201６年度からは金融・保険業が急激に

減少しており、市町村内総生産に与える影響も減少してます。201９年度の市

町村内総生産額は、 2,957 億 8,100 万円となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

  2011 年度 2012 年度 2013 年度 2 014年度 2 015年度 2 016年度 2 017年度 2018 年度 2019 年度 

農 業  3 6 2  3 8 4  3 4 4  2 8 8  3 1 6  3 4 6  3 6 0  3 2 8  3 0 6  

林 業  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

水 産 業  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

鉱 業  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

製 造 業  8 8 , 5 9 8  8 5 , 7 3 6  9 4 , 3 5 4  7 7 , 7 3 4  1 0 0 , 4 5 4  8 7 , 3 4 4  9 5 , 1 7 3  9 6 , 2 1 9  8 8 , 8 0 6  

電気･ガス・水道・廃棄物処理業 6 , 7 3 6  6 , 3 1 3  6 , 9 0 5  5 , 4 0 8  4 , 0 8 9  5 , 3 5 3  5 , 3 3 8  6 , 2 4 7  5 , 9 4 7  

建 設 業  1 5 , 7 2 0  1 7 , 8 6 0  1 8 , 4 4 0  2 0 , 7 4 1  2 3 , 7 8 9  2 2 , 2 8 6  2 1 , 5 8 0  2 4 , 8 4 7  2 2 , 1 6 8  

卸 売 ･小 売 業  3 0 , 9 3 4  2 9 , 6 5 1  3 2 , 9 5 8  3 3 , 4 9 7  3 3 , 6 1 3  3 5 , 1 9 5  3 6 , 3 4 3  3 8 , 3 8 1  3 5 , 1 7 8  

運 輸 ･郵 便 業  1 7 , 1 2 6  1 6 , 4 3 5  1 7 , 7 4 0  1 9 , 9 9 9  2 1 , 0 5 1  2 1 , 4 0 2  2 0 , 2 9 3  2 0 , 0 3 8  1 9 , 6 1 7  

宿泊･飲食サービス業 3 , 7 0 5  3 , 6 7 5  3 , 7 5 3  3 , 6 4 3  3 , 8 1 6  5 , 5 2 0  5 , 9 5 6  5 , 8 5 4  6 , 9 7 0  

情 報 通 信 業  5 , 4 9 6  5 , 7 2 1  6 , 7 4 4  6 , 6 4 3  6 , 8 7 0  7 , 1 7 3  7 , 2 3 1  8 , 0 5 7  8 , 2 5 4  

金 融 ・ 保 険 業   1 3 , 6 2 5  1 6 , 4 9 6  3 0 , 5 4 4  3 4 , 9 0 0  3 6 , 5 5 7  2 5 , 6 4 4  2 1 , 4 6 7  1 7 , 2 8 9  1 1 , 9 9 6  

不 動 産 業  2 9 , 0 6 7  2 9 , 2 4 0  3 0 , 6 8 8  3 0 , 5 0 5  3 3 , 4 3 1  3 3 , 1 9 7  3 4 , 7 1 0  3 3 , 2 8 0  3 2 , 4 8 2  

専門・科学技術、業務支援サービス業 1 5 , 4 9 9  1 6 , 5 5 3  1 8 , 2 9 2  1 9 , 5 3 9  1 9 , 9 7 9  1 3 , 6 3 0  1 4 , 9 7 4  1 5 , 8 0 7  1 8 , 4 2 0  

公 務  4 , 5 6 9  5 , 3 5 0  5 , 3 2 5  5 , 1 0 9  5 , 4 2 5  5 , 7 0 4  5 , 4 5 5  5 , 6 3 1  5 , 8 6 2  

教 育  7 , 6 8 9  7 , 5 1 7  7 , 0 7 2  7 , 1 6 2  7 , 1 1 2  5 , 8 0 8  6 , 2 7 8  6 , 2 5 9  7 , 1 6 7  

保健衛生・社会事業 1 4 , 1 3 5  1 4 , 4 4 8  1 5 , 1 4 5  1 6 , 1 8 3  1 6 , 8 1 6  1 3 , 8 5 7  1 5 , 8 3 2  1 6 , 7 5 8  1 8 , 6 1 3  

そ の 他 の サ ー ビ ス  1 3 , 8 6 3  1 2 , 6 5 1  1 1 , 3 4 7  1 1 , 3 6 1  1 1 , 7 1 8  1 1 , 1 9 5  1 2 , 1 8 2  1 2 , 8 0 0  1 3 , 9 9 3  

市 町 村 内 総 生 産  2 6 7 , 1 2 3  2 6 8 , 0 3 0  2 9 9 , 6 5 1  2 9 2 , 7 1 1  3 2 5 , 0 3 5  2 9 3 , 6 5 4  3 0 3 , 1 7 3  3 0 7 , 7 9 6  2 9 5 , 7 8 1  

≪図表７  業種別総生産の推移≫  

≪図表８  市町村内総生産と製造業の推移≫  

● 「 市 町 村 内 総 生 産 」 は 、 市 町 村 内 に お け る 企 業 な ど の 経 済 活 動 に よ っ て 生 産 さ れ た 財 貨 ・ サ ー ビ ス の 総 額

（ 産 出 額 ） か ら 原 材 料 費 な ど （ 中 間 投 入 額 ） を 差 し 引 い た 付 加 価 値 額 で す 。  

（ 出 典 ： 令 和 元 年 度 あ い ち の 市 町 村 民 所 得 ）  
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□  製造業の概況  

    製造業を営む事業所を対象に実施している工業統計調査の中分類ごとの粗

付加価値額を比較すると次のとおりです。  

 業務用機械器具製造業の推移が製造業全体に与える影響が大きくなってい

ます。  

（ 単 位 ： 万 円 ）  

  2012 年  2013 年  2014 年  2015 年  2016 年  2017 年  2018 年  2019 年  

食 料 品 製 造 業  1 , 3 2 7 , 1 5 4  1 , 5 4 8 , 5 1 2  1 , 4 4 5 , 1 8 1  1 , 3 1 6 , 2 7 1  1 , 9 8 0 , 8 3 9  2 , 1 1 1 , 5 5 8  2 , 1 7 5 , 5 3 5  2 , 0 8 3 , 2 1 3  

飲料・たばこ・飼料製造業 X  X  X  X  X  X  X  X  

繊 維 工 業  5 0 , 3 0 8  6 6 , 7 9 0  6 9 , 2 4 1  1 9 2 , 5 6 4  5 7 , 9 8 1  5 9 , 0 9 2  6 9 , 3 8 0  5 7 , 3 9 8  

木材・木製品製造業（家具を除く） X  X  X  X  X  X  X  X  

家具・装備品製造業 4 9 , 8 0 6  4 1 , 7 7 8  4 1 , 1 3 1  3 0 , 0 0 0  9 5 , 2 6 9  6 6 , 5 2 9  4 5 , 3 2 2  3 9 , 5 8 5  

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 6 4 , 4 4 2  1 7 7 , 0 8 9  2 1 9 , 3 0 5  1 6 2 , 4 3 6  2 1 9 , 9 1 8  1 7 5 , 3 1 0  1 5 3 , 1 9 3  1 5 1 , 7 2 4  

印 刷 ・ 同 関 連 業  3 0 3 , 4 4 4  2 9 0 , 8 1 4  2 3 8 , 5 3 8  2 7 7 , 5 0 5  2 9 4 , 1 6 1  3 0 1 , 8 4 5  3 2 2 , 5 7 7  3 0 7 , 8 2 1  

化 学 工 業  9 5 6 , 2 0 1  9 8 0 , 4 7 4  5 4 8 , 6 6 0  3 8 9 , 8 7 9  2 2 1 , 4 9 8  2 6 4 , 2 6 2  1 0 6 , 4 6 5  1 8 7 , 5 6 0  

プラスチック製品製造業（別掲を除く）  2 6 0 , 4 3 5  4 3 8 , 5 8 1  4 2 2 , 3 2 2  3 5 4 , 2 7 0  2 1 1 , 5 5 8  2 1 9 , 5 1 5  2 0 4 , 7 4 5  2 1 4 , 7 8 6  

ゴ ム 製 品 製 造 業  X  X  X  X  X  0  X  X  

窯業・土石製品製造業 9 6 , 0 6 9  5 7 , 1 6 7  6 0 , 8 7 6  8 5 , 4 0 0  8 6 , 0 0 2  7 2 , 0 2 8  7 0 , 5 5 9  6 4 , 3 8 1  

鉄 鋼 業  1 0 3 , 1 5 0  1 1 4 , 8 7 7  1 1 1 , 6 8 0  1 5 0 , 3 4 3  2 3 7 , 6 2 5  2 6 1 , 8 9 4  2 1 7 , 7 1 1  2 4 3 , 5 0 4  

非 鉄 金 属 製 造 業  X  X  X  X  2 3 , 8 0 6  2 7 , 3 6 6  2 1 , 8 4 8  2 2 , 8 6 5  

金 属 製 品 製 造 業  5 4 1 , 4 9 8  6 4 5 , 0 5 2  6 1 8 , 0 1 1  6 4 6 , 9 4 0  7 7 1 , 6 8 9  8 6 0 , 9 8 1  9 0 5 , 3 9 2  8 8 4 , 9 6 3  

はん用機械器具製造業 2 9 3 , 3 2 1  6 3 3 , 9 0 9  1 1 0 , 1 2 0  6 5 7 , 3 8 3  7 7 1 , 6 8 9  8 6 0 , 9 8 1  9 0 5 , 3 9 2  8 8 4 , 9 6 3  

生産用機械器具製造業 4 5 8 , 1 2 2  4 2 5 , 2 2 1  5 0 7 , 5 9 8  7 9 7 , 0 9 6  6 9 2 , 8 1 0  7 1 3 , 3 5 5  6 6 4 , 4 2 5  6 9 8 , 6 7 4  

業務用機械器具製造業 1 , 3 3 3 , 3 1 8  1 , 5 0 0 , 3 9 4  2 1 0 , 6 8 7  1 , 6 9 2 , 4 0 1  6 0 6 , 0 1 1  4 6 3 , 4 2 7  7 0 0 , 2 8 7  4 3 7 , 1 5 7  

電子部品・デバイス・電子回路製造業 0  0  0  X  0  0  0  0  

電気機械器具製造業 3 0 9 , 2 8 3  3 0 2 , 4 4 9  3 2 2 , 1 2 0  3 4 4 , 5 3 8  3 2 0 , 9 1 9  2 2 4 , 3 6 9  2 1 0 , 2 6 8  2 1 5 , 5 5 6  

情報通信機械器具製造業 0  0  0  0  0  0  0  0  

輸送用機械器具製造業 2 3 6 , 5 7 4  2 3 4 , 3 8 9  4 3 4 , 1 5 4  5 4 0 , 6 5 9  2 1 4 , 2 9 4  5 8 4 , 8 6 7  6 2 0 , 6 7 1  6 7 2 , 1 9 7  

そ の 他 の 製 造 業  4 5 , 8 3 8  3 9 , 7 3 0  4 5 , 9 7 4  2 4 , 1 3 7  3 8 , 9 9 6  4 4 , 0 4 7  4 3 , 3 1 9  4 4 , 4 7 2  

製 造 業 計  7 , 9 5 8 , 3 5 1  9 , 5 9 6 , 1 4 5  7 , 2 9 9 , 6 8 9  9 , 8 4 2 , 8 2 1  8 , 1 4 4 , 8 1 1  8 , 8 4 6 , 0 0 7  8 , 9 9 8 , 8 7 6  8 , 3 8 7 , 2 7 6  

 

 

 

 

 

 

 

≪図表９  製造業粗付加価値額の推移≫  

（ 出 典 ： 工 業 統 計 調 査 、 経 済 セ ン サ ス ）  

（図表中の「Ｘ」 は、事業所 数が２以下など秘 匿箇所が明 らかになる場合、 その集計数 値を統計法により 秘匿したも の ） 

≪図表１０  製造業全体と業務用機械器具製造業の推移≫  
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（ 単 位 ： ㎡ ）  

３  土 地 の 動 向  

□  評価地積による地目  

    固定資産税評価地積の推移をみると、農地面積が減少し、宅地面積が増加

しているため、農地から宅地への転用が進んでいます。さらに、宅地の中で

も 200 ㎡以下の小規模住宅用地が増加しており、一般住宅用地は減少傾向に

あります。  

 

 

(単位：㎡)

一般田 2,673,369 2,626,784 2,606,406 2,582,244 2,448,957 2,412,053 2,389,866 2,352,101

市街化区域田 336,958 318,197 287,775 265,180 366,809 345,297 281,308 268,030

一般畑 796,845 793,564 781,873 777,383 727,300 717,107 709,335 704,694

市街化区域畑 577,907 565,103 547,312 525,348 546,739 527,933 493,028 471,486

計 4,385,079 4,303,648 4,223,366 4,150,155 4,089,805 4,002,390 3,873,537 3,796,311

小規模住宅用地 4,059,624 4,110,830 4,158,815 4,221,456 4,282,886 4,331,933 4,378,378 4,421,627

一般住宅用地 1,192,873 1,188,283 1,186,608 1,181,885 1,178,895 1,177,919 1,172,071 1,172,404

非住宅用地 2,511,761 2,516,837 2,534,807 2,545,643 2,535,073 2,545,293 2,623,187 2,631,893

計 7,764,258 7,815,950 7,880,230 7,948,984 7,996,854 8,055,145 8,173,636 8,225,924

1,106,547 1,112,437 1,112,497 1,106,646 1,114,302 1,137,987 1,141,174 1,163,347

13,255,884 13,232,035 13,216,093 13,205,785 13,200,961 13,195,522 13,188,347 13,185,582合計

2019年度 2020年度 2021年度

農

地

宅

地

雑種地

　　　　　　　年度

　地目
2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

≪図表 11 固定資産税評価地積の推移≫  

≪図表 12 宅地と農地の評価地籍の推移≫  

7,764,258 
7,815,950 

7,880,230 
7,948,984 7,996,854 

8,055,145 

8,173,636 8,225,924 

4,385,079 
4,303,648 4,223,366 

4,150,155 
4,089,805 

4,002,390 

3,873,537 3,796,311 

3,500,000

3,750,000

4,000,000

4,250,000

4,500,000

4,750,000

5,000,000

5,250,000

5,500,000

6,500,000

6,750,000

7,000,000

7,250,000

7,500,000

7,750,000

8,000,000

8,250,000

8,500,000

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

宅地 農地
（㎡） （㎡）
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４  財 政 の 動 向   

※北名古屋市財政中期試算（令和５年度～令和９年度）より  

⑴  歳入歳出決算額の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 歳入歳出決算額は、合併以来増加傾向が続き、特に平成 25年度以降は合併特例

債を急激に活用し、給食センター、総合運動広場、庁舎や小中学校の耐震工事及

び空調設備、認定こども園の整備等により、財政規模が拡大しています。令和元

年度決算では、合併時と比べ財政規模が 1.3倍の約 73億円増加しています。令和

２年度、令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策費の影響により大幅に財政

規模が拡大しました。  

 

⑵  歳入決算額の推移  
      

   

 

  

  

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

市税 地方消費税交付金 地方交付税

国庫支出金 県支出金 繰越金

諸収入 市債 その他

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

歳入合計 226 221 221 238 247 239 248 263 287 303 287 284 287 299 417 336

歳出合計 212 211 212 225 233 231 242 255 279 292 276 278 276 285 403 315

歳入合計 歳出合計

(億 円 ) 

約 73 億 円 の 増 加  

100

120

140

(億 円 ) 
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歳入決算額は、市税が平成 20年のリーマンショックにより一時的な減収とな

ったものの、その後は景気回復基調に伴い緩やかな増加傾向が続いていました

が、令和２年度以降は、税制改正や新型コロナウイルス感染症対策に係る減税

などにより減収傾向にあります。  

⑶  歳出決算額の推移  

ア  目的別決算額の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

歳出決算額を目的別にみると、民生費が、令和３年度には平成 18 年度と比

べ 2.1 倍の約 141 億円となっています。これは、保育や児童クラブに係る児童

福祉費や、社会保障としての医療費等の増加によるものです。  

  

※令和２年度の総務費の急増は新型コロナウイルス感染対策費の増額によるも

のです。  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

68 

141 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

民生費 公債費 衛生費 土木費 消防費 教育費 総務費 その他

(億 円 ) 
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25 
79 40 

58 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

扶助費 物件費 公債費 人件費 維持補修費

繰出金 積立金 普通建設事業費 補助費 その他

イ  性質別決算額の推移  

 

  

  

  

 

  

 

 

 

 

性質別では、扶助費が子育て支援及び障害者施策の充実などにより、平成 18

年度と比べ 3.2倍の 79億円まで増加しています。また、物件費が公共施設の充

実に加え、民間委託等により 1.5倍の 58億円となっています。  

  

※令和２年度の補助費の急増は新型コロナウイルス感染対策費の増額によるも

のです。  

⑷  地方債残高及び公債費の推移  

ア  地方債残高の推移  

 

(億 円 ) 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

地方債残高 145 148 150 155 164 167 179 199 231 269 279 296 304 302 312 309

新規発行債 23 11 11 16 21 15 24 38 47 51 26 34 33 22 36 26

既発行債 122 137 139 139 143 152 155 161 184 218 253 262 271 280 276 283

122 137 139 139 143 152 155 161 
184 

218 
253 262 271 280 276 283 

23 11 11 16 21 15 24 
38 

47 

51 

26 
34 

33 22 36 26 

145

312 

0

50

100

150

200

250

300 新規発行債

既発行債

約 167 億 円 の 増 加  

(億 円 ) 
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508 663 756 855 925 998 1,072 
1,160 

1,273 
1,176 

1,256 

1,397 
1,646 1,750 

1,887 

2,051 

392 
353 

342 
413 

466 458 329 

848 
391 

375 
378 

451 

1,070 
685 

835 
892 

900 
1,016 

1,099 
1,268 

1,391 1,456 1,401 

2,008 

1,664 
1,551 

1,634 

1,848 

2,716 

2,435 

2,722 

2,943 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

普通交付税算入分 実質的な負担額

地方債残高は、平成18年度末は145億円でしたが、ピーク時の令和２年度

末には２倍以上の312億円まで増加しました。これは平成25年度以降、大型

事業に合併特例債を急激に活用したことによります。平成30年度以降は地方

債の新規発行を抑制したことにより、令和３年度の地方債残高は減少してい

ます。  

イ  公債費の推移  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

公債費は、平成25年度以降に合併特例債を急激に活用したことから、その

償還が開始された平成29年度以降、大幅に増加し、合併時と比べ３倍以上の

約30億円となっています。うち約2/3は普通交付税に算入されていますが、

実質的な負担額は増加しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(百 万 円 ) 

約 20 億 円 の 増 加  

(百万円 )  
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⑸  基金残高の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※当初予算時点での残高を示す。  

 

 

 

 

  
    

 

 

 

基金残高は、平成 24年度以降、全体で毎年度 20億円以上を確保してきました。

しかし基金の取崩しによって予算編成を続けてきたことから、令和２年度には

約 13億円まで減少しました。特に財政調整基金については、令和３年度に 3.7

億円と合併以来最小の残高となりましたが、地方交付税の追加交付等の想定で

きない歳入が発生したことから、令和４年度の残高は一時的に回復しています。 

 

 

 

年  度  H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

財 政調整 基金  410 1,077 1,405 1,241 1,244 1,276 1,374 2,021 1,216 

まちづくり振興基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ の他の 基金  439 490 742 693 503 266 857 1,353 1,473 

合  計  849 1,567 2,147 1,934 1,747 1,545 2,231 3,374 2,689 

年  度  H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4  

財 政調整 基金  665 1,236 1,308 1,323 1,311 548 371 1,120  

まちづくり振興基金 0 0 0 0 0 0 1,800 1,802  

そ の他の 基金  1,349 1,411 1,518 1,436 1,265 745 662 1,466  

合  計  2,014 2,647 2,826 2,759 2,576 1,293 2,833 4,388  

410 

1,077 
1,405 1,241 1,244 1,279 1,374 

2,021 

1,216 

665 

1,236 1,308 1,323 1,311 

548 371 

1,120 439 

490 

742 
693 503 266 857 

1,353 

1,473 

1,349 

1,411 1,518 1,436 1,265 

745 
662 

1,466 

1,800 

1,802 

849 

1,567 

2,147 
1,934 

1,747 
1,545 

2,231 

3,374 

2,689 

2,014 

2,647 
2,826 2,759 

2,576 

1,293 

2,833 

4,388 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4

(百万円)

■財政調整基金   ■その他の特定目的基金   ■まちづくり振興基

金 
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※令和４年度は、補正予算第１号後の予算額を示す。  

⑹  今後の財政見通し  

ア  歳入の見通し  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）  

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

13,690 14,225 14,241 14,596 14,794 14,796

193 193 195 195 195 195

1,976 2,175 2,175 2,175 2,175 2,175

2,276 2,276 2,276 2,276 2,276 2,276

普通交付税 2,136 2,136 2,136 2,136 2,136 2,136

特別交付税 140 140 140 140 140 140

3,968 3,837 4,064 4,012 4,012 4,012

2,178 2,060 2,064 2,113 2,113 2,113

150 130 130 130 130 130

300 300 300 300 300 300

1,148 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

普通建設事業債 648 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

臨時財政対策債 500 500 500 500 500 500

1,780 1,902 1,923 1,945 1,967 1,989

27,659 28,598 28,868 29,242 29,462 29,486

1,571 993 681 657 632 721

29,230 29,591 29,549 29,899 30,094 30,207

区　分

合　　　計

計
（財政調整基金は含まず）

財政調整基金

市     税

地方譲与税

地方交付金

地方交付税

国庫支出金

県 支 出 金

繰  入  金

繰  越  金

市      債

そ  の  他
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※令和４年度は、補正予算第１号後の予算額を示す。  

イ  歳出の見通し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ウ  収支の見通し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27,659 
28,598 

28,868 
29,242 

29,462 29,486 

29,230 
29,591 29,549 

29,899 30,094 30,207 

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

歳入、歳出の推移

歳入

歳出

(百万円)

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

14,883 14,826 15,079 15,231 15,426 15,539

　　 人件費 5,437 5,185 5,243 5,239 5,263 5,230

扶助費 6,486 6,702 6,934 7,184 7,432 7,690

公債費 2,960 2,939 2,902 2,808 2,731 2,619

6,277 5,723 5,901 6,076 6,076 6,076

3,531 3,423 3,479 3,479 3,479 3,479

1,793 2,986 2,365 2,381 2,381 2,381

2,481 2,368 2,460 2,467 2,467 2,467

265 265 265 265 265 265

29,230 29,591 29,549 29,899 30,094 30,207

区　分

合　　 　計

義務的経費

物  件　費

補 助 費 等

普通建設事業費

繰  出  金

そ  の  他

区　分 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

歳　入 27,659 28,598 28,868 29,242 29,462 29,486

歳　出 29,230 29,591 29,549 29,899 30,094 30,207

収　支 -1,571 -993 -681 -657 -632 -721

財政調整基金取崩額 1,571 993 681 657 632 721

（単位：百万円）  

（単位：百万円）  
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 アの歳入の見通し（財政調整基金を含まず）とイの歳出の見通しから収支を見

ると、毎年度、歳入より歳出が上回る歳出超過の状況が続く見込みとなってお

り、その差額を財政調整基金から取り崩す必要があります。  

 

エ  財政調整基金の見通し  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度決算において、普通交付税や臨時財政対策債の増加など、想定でき

ない歳入により多額の歳計剰余金が発生したため、9.7 億円を財政調整基金に編

入し、令和４年度末には約 22 億円の基金残高を確保できる見込みです。しかし、

今後はこの様な多額の歳計剰余金は見込めません。  

令和５年度以降、ウの収支の見通しのとおりに、当初予算で不足分を取り崩し、

決算で余剰金から５億円程度を積立てていくと、試算期間内に基金が枯渇するこ

とはありませんが、基金残高が減少傾向にあることに変わりはなく、行財政改革

を推進し、歳出超過の財政構造を転換していく必要があります。  

財政調整基金は、経済状況の著しい変動など、想定外の支出に伴う財源不足に

充てる基金であり、一般的に、少なくとも標準財政規模の 10％程度は必要だと言

われていますが、災害により生じる経費の財源、又は災害により生じる減収を考

えた場合、さらに 10％程度は上乗せして確保しておく必要があります。  

 

Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9

当初予算後現在高 1,120 1,179 1,050 904 783 573

年度末現在高 2,172 1,731 1,561 1,415 1,294 1,084

1,120 1,179 
1,050 

904 
783 

573

2,172 

1,731 
1,561 

1,415 

1,294 

1,084 

0

500

1,000

1,500

2,000

(百 万 円 ) 標 準 財 政 規 模 の 約 10%： 19 億 円  
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  オ  公債費と地方債残高の見通し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   公債費は、平成 25 年度から平成 27 年度にかけて合併特例債を急激に活用

したことにより、令和４年度は約 29.7 億円となりました。  

平成 30 年度以降は、臨時財政対策債を除き、新規発行額を元金償還金以下

に抑制する取り組みをしていることにより、令和４年度をピークに減少してい

き、令和９年度には約 3.5 億円減少して約 26 億円となる見込みです。  

また、地方債残高は、令和２年度をピークに既に減少傾向にあり、令和９年

度には約 60 億円減少し、約 234 億円となる見込みです。  

なお、公債費のうち合併特例債分については、令和７年度をピークとして増

加しますが、それ以降は徐々に減少していきます。  

2,966 2,939 2,902 
2,808 

2,730 
2,619 

1,445 1,467 1,503 1,511 1,456 
1,346 

295 
281 

268 
256 

244 
234 

0

50

100

150

200

250

300

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9

公債費と地方債残高の推移

公債費 合併特例債分 地方債残高

(百 万 円 ) (億 円 ) 

※新規発行額 15 億円、利率 0.6％として試算  


